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1．はじめに

　2015年 9月に開催された国連総会において
「我々の世界を変革する :持続可能な開発のた
めの 2030アジェンダ」が採択された。それか
ら 3年以上が経過し、その中核となる SDGs
（Sustainable Development Goals＝持続可能な
開発目標）の達成に向け、日本企業に大きな

ムーブメントが起こっている。

　企業の評価軸が経済的指標に加え、環境や社

会性が重視されるようになって久しい。それは

またステークホルダーの多様化と表裏一体の関

係でもある。問われるのは社会的な存在意義、

即ち「今ある社会的課題をどう解決していくの

か」という命題に取り組む経営に他ならない。

これが SDGsに適合し、グローバル規模でマネ
ジメントの対象となっている。

　SDGs 活用の企業行動指針ともいえるのが
「SDG Compass」である（1）。SDGsが事業にも
たらす影響を解説するとともに、持続可能性を

企業戦略の中心に据えるための情報を提供して

いる。SDG Compassは企業が SDGsに貢献で
きるように 5つのステップを提示している（図
表 1）。企業はこれらのステップに従い、持続

可能性を確保する上で事業戦略がどのポジショ

ンにあるのかを確認し、戦略の方向を決定、調

整していく。そして 5つのステップの 5番目
に「報告とコミュニケーションを行う」が挙げ

られている。すなわちステークホルダーに対す

る適切なコミュニケーション活動は SDGsの実
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出所 :『SDG Compass SDGsの企業行動指針 ̶SDGs を企業はどう活用するか』P.5に基づき簡略化して筆者作成。

図表1　SDG Compassの5ステップ
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行プロセスとして不可欠なものとして重視され

ているわけである。

　そこで本稿では、SDGsに関係する企業のコ
ミュニケーション活動について、企業価値向上

の観点から論述する（2）。SDGsの主体および対
象は極めて多様で広範囲であるが、企業の取り

組みは企業価値を向上させる。すなわち SDGs
は企業自身のためになるとのスタンスである。

2．共通言語としてのSDGs 

　ここで SDGsに関する基本的な事項を共有し
ながら、その網羅性を理解し、SDGsが国や企
業、業種の枠を超えたサステナビリティの共通

言語となり得ることを確認したい。

　

2 ‒ 1 誰一人取り残さない ─ 網羅的な17ゴール

　SDGsは17の目標（ゴール）と169のターゲッ
トで構成される（図表 2）。国連加盟国はこの目

標達成への努力義務を負うが、「誰一人取り残

さない－ No one will be left behind」を理念に掲
げているように、発展途上国から先進国まで対

象は網羅的である。そのゴールを設定する際に

ポイントとなったのは次の 3点である（3）。
① 貧困の根絶（経済・社会開発の側面）と持続
可能な社会（環境保全の側面）の両立。

② 不平等（格差）の是正
③ 発展途上国に限定しないすべての国への適用。

出所 :外務省資料「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」を一部改訂して筆者作成。

図表2　持続可能な開発目標の詳細

目標・領域 目標の内容

目標 1 貧困 あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。

目標 2 飢餓 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する。

目標 3 保険 あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。

目標 4 教育 すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する。

目標 5 ジェンダー ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う。

目標 6 水・衛生 すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。

目標 7 エネルギー すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する。

目標 8 経済成長と雇用 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある 
人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する。

目標 9
インフラ、産業化、 
イノベーション

強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベー ショ
ンの推進を図る。

目標 10 不平等 各国内及び各国間の不平等を是正する。

目標 11 持続可能な都市 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する。

目標 12
持続可能な生産と
消費 持続可能な生産消費形態を確保する。

目標 13 気候変動 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。

目標 14 海洋資源 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する。

目標 15 陸上資源 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、
ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する。

目標 16 平和 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを 
提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する。

目標 17 実施手段 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する。
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2 ‒ 2 政府と経済界の動き

　我が国において SDGsの実施を総合的かつ効
果的に推進するため、2016年 5月に「持続可
能な開発目標（SDGs）推進本部」が設置され、
内閣総理大臣により民間セクターにおける

SDGs達成に向けた取り組みの推進が指示され
た（4）。

　経済界の動きも素早かった。日本経済団体連

合会（経団連）が SDGsの達成を柱として企業
行動憲章を改定したこともあり、大企業は率先

して取り組むことになった。企業は SDGsに
よって新たな事業成長の機会を見出し、持続可

能性に関わる価値を増強し、リスク全体を下げ

ることができるのである。

2 ‒ 3 既存フレームとの整合性

　まず SDGsに関係する 2つの理論フレームを
見ておこう。Carrollは企業の社会的責任を 4
階層に分類し、製品やサービスを供給するとい

う企業の基盤ともいえる経済的責任を土台に、

法的責任、倫理的責任、社会貢献的責任を上に

積み上げるピラミッド構造で説明している（5）。

現在の CSRはこれら 4階層をすべて包含して
いるが、ここでいう社会貢献的責任は利他的な

要素が大きい。SDGsは実行する企業の価値も
高めるわけであるから、次に述べる CSV
（Creat ing Shared Value＝共通価値の創造）との
適合性が高いと考える。

　CSVは共益の創造によって企業の競争力を強
化するもので、そのフレームは企業が経済的価

値を創造しながら、社会的ニーズに対応するこ

とで社会的価値も創造するというアプローチで

あり、次なる成長の推進力となるというもので

ある（6）。この CSVは、貧困や環境、教育、労
働問題等の幅広い課題を改善していく上で、企

業が大きな役割を果たすことを示している（7）。

なお今日では CSRの概念を広く捉え、CSVや
SDGsも組み込んだ考え方が現実的である。
　実務的な枠組みとしては ESGと ISO26000
が挙げられる。前者の環境（Environment）、社
会（Social）、ガバナンス（Governance）の観点
による企業分析は SDGsと共通するが、何より
ESG投資は金融市場における企業評価パラダ
イムの転換を促した。世界最大の公的年金基金

を運用する GPIF（Government Pension In vest-
ment Fund:年金積立金管理運用独立行政法人）
は ESGの面で優れていると評価した日本企業
を構成銘柄にした ESGインデックスの運用を
開始し、影響力を発揮している（8）。

　ISO26000は国際的に共有された国際規格と
見なすことができ、人権や労働慣行、環境など

の中核課題を提示している。国際社会に通じる

CSR推進を目指す企業に有効な手引書である
と同時に（9）、ESGや SDGsとの共通項を有し
ている。この 3者をマトリックス化したものが
図表 3である。

3． 活動ステップとしての 

「報告とコミュニケーション」

　多様化したステークホルダーが企業を正確に

評価するためには、経済性に加え、環境性や人

間性など、社会性の視点を加えた多元的評価が

求められる。その多元的評価で高得点を得た企

業こそが持続可能性（sustainability）を確保し
た競争力のある企業だと認められる（10）。つま

り企業の社会性は明示的でなければならないと

いうことである。

　SDGs の企業行動指針である「SDG Com-
pass」が提示する 5つのステップの 1つが「報
告とコミュニケーションを行う」であることは
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ESG ISO26000
7つの中核主題

ESG重要課題
（マテリアリティ）

SDGs目標

目標1 目標2 目標3 目標4 目標5 目標6 目標7 目標8 目標9 目標10 目標11 目標12 目標13 目標14 目標15 目標16 目標17

組織統治

コーポレートガバナンス ● ●

リスクマネジメント ● ●

コンプライアンス 〇 ●

公正な事業慣行
公正な取引の遵守 ● ●

サプライチェーンマネジメント 〇 ● 〇

人権 人権の尊重 〇 〇 ● 〇

労働慣行

人事・福利厚生 ● ● ● ● ●

従業員の健康・安全 ● ●

人材育成 ● ● ●

ダイバーシティ ● ● ● ●

消費者課題

製品の品質と安全性 ● 〇

健康価値（健康と栄養性） ● 〇

製品のパッケージング情報公開 ● ●

製品の求めやすさ 〇 〇

公正なマーケティングと広告 ● 〇

個人情報の保護 〇

コミュニティ
への参画及び
コミュニティ
の発展

コミュニティと人権課題 ● ● ●

コミュニティと地域活動 ● ● 〇 〇

コミュニティと産業育成 ● ● 〇 〇 ● 〇

コミュニティと環境・文化 ● ● ● 〇 ● ● 〇

コミュニティの震災復興支援 ● 〇

環境

気候変動 ●

大気汚染の防止 ● ● ●

省エネルギー推進 ● ● 〇

生物多様性の保全 ●

水の管理 ● ●

廃棄物とリサイクル ● 〇 ● ●

記述の通りである。ここでは SDG Compassに
したがってその意義を確認しておきたい。

　企業の持続可能性に関する情報開示は、ス

テークホルダーによる要求と共に近年大幅に増

加した。したがって各企業がステークホルダー

のニーズを把握して応えるためには、SDGsに
関する進捗状況を定期的に報告し、コミュニ

ケーションを行うことが重要となる。企業は共

通の指標や共有された優先課題に関するパ

フォーマンスをステークホルダーに報告し、意

見交換をするわけである。

　持続可能性に関する報告は当初、信頼の醸成

と社会的評価の向上のための手段と位置づけら

れていた。しかし現在では、持続可能な意思決

定プロセスを支援し、組織の発展と達成度を向

上させ、ステークホルダーと協働し、投資を呼

び込むための戦略的ツールへと変容している。

また GRI（11）の包括的基準や CDP（12）等の課
題別報告メカニズムなど、持続可能性の報告に

関する国際基準を用いることが重要だと指摘し

出所 :笹谷秀光（2018）「企業における SDGs戦略」白田範史編『SDGsの基礎』事業構想大学院大学出版部、P.74の一部を改訂して筆者作成。

●は関連する SDGs目標、〇は間接的に関連

図表3　ESGとISO26000およびSDGsの関係マトリックス・イメージ

G

E

S
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ている。

4． 先進企業のCSR報告書における 

SDGsの扱い

　本節では SDGsへの取り組みに積極的だと思
われる企業の CSR報告書（統合報告書、サス
テナビリティ報告書等の非財務情報の年次報告

書）における SDGsの扱いついて明らかにした
い。まず過去 3年間の CSR報告書における
「SDGs」という単語の出現件数の推移を調査
し、同一企業内で報告ボリュームの変化を量的

に見ていく。次に最新版（2018年版）の CSR
報告書から、SDGs取り組みの発信情報の文脈
や形態を確認する。

4 ‒ 1 出現件数の推移

　調査対象企業の選定基準であるが、SDGsへ
の取り組みが熱心であると想定される企業をサ

ンプルとすることから、グローバル・コンパク

ト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）加入企
業（298企業・団体＝ 2018年 12月 6日現在）
から選定する。ただし加入数が多数に上ること

から、GCNJおよび公益財団法人地球環境戦略
研究機関（IGES）がまとめた「未来につなげる
SDGsとビジネス～日本における企業の取組み
現場から～」でインタビュー調査に協力してい

る企業で、かつ過去 3年間の CSR報告書の
PDFデータが当該企業のホームページからダ
ウンロード可能な 19社に絞った。
　上記の基準によって選択したサンプル企業の

過去 3年にわたる CSR報告書における「SDGs」
という単語の出現数をまとめたものが図表4で

ある。なお、企業によって報告書の名称は様々

であるが、本稿では「CSR報告書」で統一する。
　注意を要するのは、同一企業で報告書の名称

と内容が変更になっている場合であり、出現数

の変化要因の一つとなっていると考えられる。

企業によって違いはあるものの、全体的な傾向

としては出現数は増加傾向にある。国連総会で

の採択が 2015年であることから、短期間で
SDGsの存在感が増していることがわかる。
　また年次報告書とは別に『SDGsコミュニ
ケーション BOOK』や『ダイバーシティ・レポー
ト』『サステナビリティデータブック』等のサ

ブツールやWeb上に質量ともに豊富なコンテ
ンツを掲出しているケースもある。これは年次

報告書の財務情報と非財務情報を統合化する潮

流にある一方で、非財務情報の重要性の相対的

な高まりと拡大により、情報が細分化、詳報化

していると考えられる。

4 ‒ 2 SDGsの記述様式

　各社の CSR報告書は基本的に SDG Compass
に忠実だといえる。SDGsの表現として、調査
対象のすべての企業で採用している手法が、自

社の事業や活動の目標なり実績等と 17の目標
のアイコンとを紐づけしてプロットするもので

ある。このアイコンはロゴ化され、国際連合広

報センターのWebサイトから自由にダウン
ロードして使用できるようにデータが用意され

ている。17の目標の象徴として視覚的に理解
しやすいことから、その認識に効果を発揮して

いる。CSR報告書記載の前提として、自社に
適合可能なゴールを選択、設定するという判断

が、企業として意思決定されていることが前提

であることは言うまでもない。

　報告書で SDGsがどのようなコンテンツなり
文脈で語られているかを見ると、主に次のよう

なパターンが見出せる。

① トップメッセージにおける、SDGsを重視した
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経営を行っていくという意思表明なり、社会

的責任を果たすことの宣言（コミットメント）。

②  SDGsに焦点を当てた経営計画の解説。具体
例としては SDGsを織り込んだ中期経営戦略
の解説や、ESG経営の推進による SDGsへ
の貢献等。

③ トップまたは CSR部門の代表者と社外有識者
による、SDGsをテーマとした対談や座談会
④ 第三者意見への反映
⑤ 研修やセミナーの実施、インターナル・コミュ
ニケーションの強化。役員や全従業員を対象

としたセミナー、e-ラーニングやワーク
ショップ形式の研修などの啓発、イントラ

ネットやグループ報、ポスターなど、インター

ナル・コミュニケーションによる SDGsの理
解、浸透。

　このように先進的な企業は積極的に SDGsの
情報発信を展開しているが、製造業に限らず

サービス業も取り組みを強化している。

5． SDGs 時代に適合する 

BtoSforSコミュニケーション

　企業は社会（Society）に対して発信するコ
ミュニケーションを強化しているが、このよう

な活動は販売促進や営業支援を直接的な目的と

するコミュニケーション活動と区別する意味

※ 1　2017年版まで CSR報告書、2018年版は統合報告書。
※ 2　2017年版までサステナビリティレポート、 2018年版は統合報告書。
※ 3　対象期間は 1月 -12月、他社は 4月 -3月。

出所 :各社の CSR報告書に基づき筆者作成 .

図表4　CSR報告書におけるSDGs出現件数の推移

企業 2016年版 2017年版 2018年版

ANAホールディングス 1 12 50

大阪ガス 1 18 36

オムロン 1 13 9

極東開発工業 0 6 6

キリンホールディングス 1 7 3

国際石油開発帝石 0 5 8

コニカミノルタ 3 49 43

住友林業 0 9 26

ダイキン工業 2 5 7

大日本印刷（※ 1） 4 38 19

帝人 2 6 7

東京エレクトロン 5 16 20

東京海上ホールディングス 13 33 45

TOTO 1 0 9

不二製油グループ本社（※ 2） 12 9 7

ヤマハ（※ 3） 1 12 14

ヤマハ発動機 0 0 3

味の素 3 5 5

富士フイルムホールディングス 14 23 20
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で、BtoBや BtoCとは異なる「BtoS（Business 
to Society）」コミュニケーションと表した方が
適合する。これは BtoB企業に限らず、全ての
企業が幅広く多様なステークホルダーを対象に

展開するコーポレート・コミュニケーションを

指す。さらに企業と社会相互の持続的発展に寄

与する「Sustainability（持続可能性）」を目的と
することを明確に打ち出すべきだと考え、筆者

が提唱している概念が BtoSforSコミュニケー
ション（B（Business） to S（Society）for S（Sus-
tai na bility）コミュニケーション）である（13）。
　ここでいう Sustainabilityは企業の持続可能
性も確保するものである。企業の社会性は社会

のためだけではなく、企業のための社会性でも

あり、企業にとって上位の目標として考える必

要がある（14）。企業の SDGsの取り組みは企業
価値を向上させ、その「報告とコミュニケー

ション活動」はステークホルダーのみならず企

業自身のためになると前に述べた。その意味で

BtoSforSコミュニケーションは SDGs経営に
そのまま適用可能なフレームである。

6．今後の課題

　これまで SDGsに関するコミュニケーション
活動について論じてきたが、3つの課題がある
と認識している。

　一つは中小企業への浸透が遅れている点であ

る。大企業の積極的な取り組み姿勢は望ましこ

とであるが、産業基盤を支える中小企業の認知

と活動が不足しているのは問題である。関東経

済産業局の調査によると「SDGsを全く知らな
い」と答えた企業が 84％に達したという（15）。
中小企業への CSRの浸透は各国共通の課題で
あり、欧州でも大企業に比べて中小企業の取り

組みが遅れているという（16）。その要因として

SDGsが資金や人材などの経営資源の規模に関
わらず、あらゆる企業に共通して適用できる概

念であることの認識不足があると推測される。

本課題への対応としては、各地域の商工会議所

や日刊工業新聞社が事務局を務める産業人クラ

ブ等による啓発活動が有効だと考える。

　2点目はコミュニケーション活動の幅が限定
的で、CSR報告書や統合報告書、企業サイト
に留まっている傾向が見られることでる。広告

やソーシャルメディア、イベント等の多様なメ

ディアを駆使し、投資家や金融機関以外の幅広

いステークホルダーにも情報開示し、企業の社

会性に基づく正しい価値の認識を得る必要があ

る。特に BtoB企業は製品を通じて生活者とコ
ミュニケーションすることができず、経営の円

滑性を確保する上でコミュニケーション活動に

依存する要素が大きい。

　3点目は将来的な懸念として、現在はブーム
的な様相を呈して各企業が軒並み SDGsへの傾
斜を強めているが、一過性ではなくこのハイ

ペースの状態を維持していけるのかという点で

ある。一方で SDGsへの貢献をアピールしなが
らも、企業活動全体では SDGsにマイナスであ
る場合や、実態より過度に SDGsへの取り組み
や貢献を訴求することがあれば、SDGs全体に
とってマイナスに働く。国連大学上級副学長で

ある沖大幹氏（東京大学国際高等研究所 サステ
イナビリティ学連携研究機構 教授）はこのよう
な「SDGs-wash」という現象に警鐘を鳴らして
いる（17）。

7．おわりに

　SDGsに対する批判として、目標やターゲッ
トの数が多すぎて優先事項が不明確だというも

のがある（18）。ただしこの指摘の反面として、
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SDGsという世界共通の目標が網羅的に可視化
されたということもできる。それらの多様な課

題解決の方策を示すことができるのは企業の力

であろう。一企業が全ての課題に立ち向かうこ

とはできないが、自社の事業ドメインに関連す

る社会問題の解決に取り組めば、自ずとグロー

バル規模の分業が成立することになるだろう。

　また SDGsは企業や限定的なステークホル
ダーだけのものではない。一般生活者も SDGs
への理解を深め、企業を評価すると同時に自ら

ゴールの達成に参画しなければならない。その

ための認知と問題意識を高めるにはメディアに

よる情報発信が欠かせない。国連の呼びかけで

発足した「SDG Media Compact（SDGメディ
ア・コンパクト）」に、日本からは日刊工業新

聞社と朝日新聞社、日本テレビの 3社が加わっ
ている（19）。この 3社をはじめ、各メディアが
SDGsに関連する報道や事業などに積極的に取
り組むことを期待したい。
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